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は じ め に

１９５０年代の中国貿易は，一般に社会主義工業

化の文脈で理解される。すなわち「社会主義工

業化のために輸入を行い，輸入のために輸出を

行う」という対外貿易部長葉季壮の言葉に象徴

されるように，貿易は，工業化に必要な物資の

輸入が目的であり，輸出は輸入の支払いを決済

するために行うとされた［葉季壮「第一届人民

代表大会第二次会議上的発言」（初出『人民日報』

１９５５年７月３０日），中華人民共和国対外貿易部

１９５６，１３１］。こうした理解のもと，１９５０年代の

中国貿易に関する研究は，対ソ連・東欧貿易に

焦点を当て，農産品輸出と重工業産品輸入とい

う特質を強調してきた［山内１９６４；米沢１９６４；

Eckstein１９６６；Mah１９７１等］。

中華人民共和国（以下，共和国）成立期の食

糧貿易に対する理解も，こうした認識に深く規

定されていた（注１）。すなわち，社会主義工業化

に必要な資材を輸入するために，ソ連・東欧に

向けて食糧が大量輸出され，さらにそれが国内

需給の逼迫にもかかわらず断行されたという説

明が，広く受け入れられてきた［大塚１９６６，１１
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従来，中華人民共和国の食糧貿易は，社会主義工業化に必要な資材を輸入するため，ソ連・東欧に

向けて食糧が輸出され，さらにそれが国内需給の�迫にもかかわらず断行されたと理解されてきた。

本稿は中華人民共和国成立期の食糧貿易を仔細に観察することにより，こうした一連の論理に包摂さ

れない種々の現象を明らかにし，従来の議論の一面性を指摘する。同時に，そうした現象がいずれも，

対中国禁輸措置という要因によって統一的に説明できることを明らかにし，中国政府は，たとえ効率

的な外貨獲得に直結しなくても，相手国の事情に配慮した貿易政策を展開することによって，禁輸体

制の打開と貿易正常化とを摸索していた事実を指摘する。こうした点を通して，従来の中国食糧貿易

に対する認識を規定していた中国貿易全般の議論の偏りを指摘し，共和国成立期の中国貿易像の再構

成を試みる。
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──対中国禁輸措置への対応を中心に──
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―１３；李２００３；瞿２００６等］。

しかし共和国成立期の食糧貿易を仔細に観察

すると，「社会主義工業化→ソ連・東欧からの

工業製品獲得→国内需給の逼迫を無視した食糧

輸出」という論理から外れる種々の現象を指摘

しうる。このことは，当時の貿易を規定した要

因，ひいては新中国における政策課題の優先順

位について，再考する余地が残されていること

を示している。

そのため，本稿ではまず，共和国成立期の食

糧貿易を，戦前の食糧貿易との比較，共和国政

府の政策方針，当時の国内食糧需給状況などを

通して考察し，従来の理解とは不整合な側面を

指摘する。続いて，中国食糧貿易の拡大を招来

した背景を輸出商品構造の変化から考察し，こ

うした要因が貿易相手国との経済関係に如何な

る影響を及ぼしたかを分析する。このうち，特

にアジア諸国を相手としたコメ貿易が，必ずし

も効率的な外貨獲得に直結せず，相手国に有利

な条件のもとで柔軟に展開されたことを指摘す

る。

それでは，本稿で示される食糧貿易像は，如

何なる論理に則って展開されていたのか。結論

を先取りして言えば，こうした種々の現象はい

ずれも，１９５１年５月に国連が決議した対中国禁

輸措置という要因によって，統一的に説明しう

る。禁輸措置が中国食糧貿易に及ぼした影響の

諸相については後に詳述するとして，ここでは，

従来の議論において，なぜ禁輸措置の影響が正

面から検討されてこなかったのか，またそれに

よってどのような重要な点が見落とされたのか

について言及しておきたい。

１９５０年代の中国貿易全般をめぐる議論には，

少なくとも２つの偏りが存在したように思われ

る。第１は，西側諸国による対中国禁輸措置の

影響がそれほど重視されてこなかった点である。

その背景には，禁輸された物資の大部分をソ連

・東欧諸国から入手できたため，中国経済は重

大な打撃を被らなかった，とする認識が定着し

ていた［米沢１９６４，９３；Eckstein１９６６，９０等］。

こうした見方においては，禁輸措置によって

喪失した欧米諸国との貿易を，対ソ連・東欧貿

易が代替しえたという了解が前提となっていた。

しかし他方で，対アジア諸国貿易の喪失が中国

経済に及ぼした打撃については，明確に意識さ

れてこなかった。実際には，禁輸物資のうちソ

連・東欧から入手できないものも多く存在した。

その代表的なものが，ゴム，スズ，ジュートな

ど一次産品の戦略物資である。これらの多くは

アジアの特産品であったため，中国はアジア諸

国との貿易を展開する必要があった（注２）。

第二は，対アジア貿易への関心が，バンドン

会議以降に偏っていたことである。１９５０年代前

半の対アジア貿易は規模が小さかったため研究

者の注目を集めず，またバンドン会議以降の国

際政治の変化によってはじめて，中国とアジア

諸国との貿易が再開されたという認識が定着し

ていた［山内１９６４等］。

こうした見方は確かに一定の妥当性を持つ。

しかしそのために，中国政府が１９５３年前後より

資本主義国やアジアの非共産主義国と積極的に

貿易を展開しようとしたこと，すなわち禁輸体

制の打開と貿易正常化への模索が早くもこの時

期に開始されたという事実が，注目されない結

果へとつながった（注３）。中国とアジア諸国との

間には歴史的に密接な貿易関係が存在し，また

１９３０年代以降，中国は東南アジア諸国に対する

貿易出超を維持していた［久保２００６］。戦略物
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資の需要や歴史的に密接な貿易関係のために，

中国は禁輸という不利な状況にもかかわらず，

バンドン会議以前からアジア諸国との貿易を模

索していたのである。

以上に挙げた議論の偏りを整理すると，禁輸

措置が中国経済に与えた打撃が注目されなかっ

たことは，対ソ連・東欧貿易への注目が突出し，

対アジア諸国貿易の重要性が議論の俎上に載せ

られなかったことと，表裏一体の関係であった。

中国食糧貿易に関する先行研究において禁輸措

置の影響が捨象されたのも，中国貿易全般をめ

ぐるこうした見方と深く関わっていた。このよ

うな経緯を踏まえ，本稿では特に対アジア食糧

貿易に焦点を当てつつ，禁輸措置が食糧貿易に

及ぼした影響を具体的に検討する。この作業を

通して，共和国成立期の中国貿易像の再構成を

試みたい。

Ⅰ 共和国成立期の食糧貿易

１．戦前との比較

表１は１９３１～３７年における関内と東北の食糧

出入超を示している（注４）。１９３２年３月の満洲国

成立以後，統計作成主体が二分されたため，関

内と東北とで統計数字を別記した。戦前食糧貿

易の主な特徴として第１に挙げられるのは，豆

類の大量出超である。年平均２９９万２０００トンの

出超であり，その９割以上が東北産であっ

た（注５）。第２は，関内におけるコメ，小麦，小

麦粉の大量入超である。この現象は中華民国に

おいて深刻に受け止められていたが，輸入税率

の引き上げにより１９３４年以降の輸入量減少が実

現した。第三に雑穀についてはコーリャン，ア

ワ，トウモロコシを中心に東北が輸出を伸ばし

ていた。全体としては，東北における大豆の大

量輸出を背景として，関内・東北両地域におけ

る食糧貿易は年平均１５９万２０００トンの出超であ

った。

表２は１９５０～５７年における食糧輸出入量であ

る。輸出総量は年平均１９０万５０００トンで，うち

コメ輸出量が４９万トン，大豆輸出量が９９万２０００

トンであった。他方，輸入総量は年平均７万６０００

トンであり，うちコメ輸入量が５万４０００トンを

占めていた。全体としては，年平均１８２万９０００

トンの出超であった。

表１と表２の比較から，第１に戦前と共和国

成立後において１５０万トンを超す出超構造が維

持されたことが分かる。出超の商品構成が主に

大豆と雑穀に依拠していた点も共通している。

共和国成立後になって初めて食糧の大量輸出が

開始されたとする議論も存在するが，そうした

主張は穀倉地帯である東北地方の失地回復を見

落としており，妥当ではないことが分かる。第

２に豆類の出超規模が戦前は３００万トンであっ

たのに対し，共和国成立後は１００万トンと縮小

した。生産開発の進展により廉価での輸出を実

現したアメリカ産大豆に販路を阻まれたことが，

その一因であった［王１９９９，８―９；１４９―１５６］。

第３にコメ輸出量の激増が挙げられる。戦前は

年平均８５万トンの入超であったが，共和国成立

後は４４万トンの出超となった。大豆の輸出規模

縮小にもかかわらず，戦前の食糧出超構造が共

和国成立後に継承された背景には，こうしたコ

メ輸出の拡大が大きく作用していた。

他方，表３によれば，共和国成立後の輸出総

額に占める大豆やコメの輸出額の割合は６～７

パーセントを推移し（１９５３～５７年平均），常に上

位を占めていた。後述するように，民国期以来
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（単位：万トン）
豆類 コメ，籾米 小麦

関内 東北 合計 関内 東北 合計 関内 東北 合計
１９３１
１９３２
１９３３
１９３４
１９３５
１９３６
１９３７

─
１１５．９
４．６
１０．３
７．１
１１．２
６．９

─
２６６．６
５４７．７
２６２．９
１８５．７
２１１．１
２０８．７

２５５．６
３８２．６
５５２．２
２７３．２
１９２．８
２２２．４
２１５．６

─
△１３３．８
△１２６．４
△７２．８
△１１０．２
△２４．６
△３０．７

─
△０．３
△３．０
△５．１
△７．５
△１０．５
△６．９

△６４．８
△１３４．１
△１２９．５
△７７．９
△１１７．７
△３５．２
△３７．６

─
△８８．７
△１０６．９
△４５．２
△５１．１
△８．５
△３．６

─
２．５
０．０
△０．０
２．１
１．５
１．３

△１３７．７
△８６．２
△１０６．９
△４５．２
△４９．１
△７．０
△２．３

年平均 ２６．０ ２８０．５ ２９９．２ △８０．５ △５．６ △８５．２ △５０．７ １．２ △６２．１
小麦粉 雑穀 その他

関内 東北 合計 関内 東北 合計 関内 東北 合計
１９３１
１９３２
１９３３
１９３４
１９３５
１９３６
１９３７

─
△４９．２
△２０．８
△７．１
△６．８
△２．８
△３．８

─
△３１．８
△６７．２
△６９．７
△６４．１
△２８．０
△９．６

△３９．２
△８１．０
△８８．０
△７６．８
△７０．９
△３０．８
△１３．５

─
３０．３
△０．９
△０．４
９．７
５．２
２．５

─
７１．０
４２．６
６２．０
２２．０
４９．８
３９．７

３９．７
１０１．３
４１．７
６１．６
３１．７
５５．０
４２．２

─
８．６
７．７
１５．５
８．２
９．８
２．９

─
２．２
０．４
△０．０
２．３
８．７
１３．５

△１．６
１０．８
８．２
１５．４
１０．５
１８．５
１６．４

年平均 △１５．１ △４５．１ △５７．２ ７．７ ４７．８ ５３．３ ８．８ ４．５ １１．２
合計

関内 東北 合計
１９３１
１９３２
１９３３
１９３４
１９３５
１９３６
１９３７

─
△１１６．７
△２４２．８
△９９．７
△１４３．０
△９．８
△２５．８

─
３１０．２
５２０．６
２５０．０
１４０．４
２３２．６
２４６．６

５１．９
１９３．４
２７７．９
１５０．３
△２．７
２２２．８
２２０．８

年平均 △１０６．３ ２８３．４ １５９．２

表１ １９３１～３７年の関内および東北における食糧出入超

（出所）中国第二歴史�案館・中国海関総署�公庁（２００１）各巻。ただし１９３７年の東北統計は満洲国財政部（１９３８，６
―７；２８―２９）。原典は以下のとおり。「関内」は総税務司署統計科編印『海関中外貿易統計年刊』各年版。「東北」
は満洲国財政部編印『外国貿易統計年報』各年版，満洲国財政部編印『外国貿易統計月報』１９３７年１２月版。

（注）１）「関内」の重量単位は１９３３年まで海関担，３４年以降公担。１海関担＝６０．４７８９９kgとしたうえで万トンに統
一換算した。換算率については中国第二歴史�案館・中国海関総署�公庁編（２００１）第１２０冊４頁を参照。
２）「東北」の重量単位は海関担。１海関担＝６０．４８kgとしたうえで万トンに統一換算した。換算率について

は満洲国財政部編『外国貿易統計年報』各年版１頁を参照。
３）共和国成立以後の食糧輸出入統計と比較しやすくするため，籾米はコメへ，小麦粉は小麦へ重量換算した。

換算率は，コメ＝籾米×０．７，小麦＝小麦粉÷０．７５。換算率については許道夫（１９８３）３４４～３４５頁を参照。なお
コメと籾米が区別されていない統計は，すべてコメとして換算した。
４）「豆類」は黒豆，青豆，黄豆の大豆類，白エンドウなどのエンドウ類，ソラマメ，白豆，緑豆，小豆など

その他の豆類を含む。「雑穀」はコーリャン，トウモロコシ，アワ，大麦，ソバ，燕麦，裸麦などを含む。「その
他」は馬鈴薯粉，タピオカ粉，デンプン，ヌカ・フ，フスマなどを含む。
５）関内１９３２年統計は６月まで東北地域の貿易量を含む。また東北１９３２年統計は満洲国が成立した３月１日以
降の貿易量を指す。したがって１９３２年は３月から６月までの４カ月間，東北地域における貿易量が重複して計算
されている。
６）本表は，関内・東北の出入超量の和によって両地域の総合的な出入超量を求めたため，関内・東北間の輸

出入量を考慮する必要はない。すなわち輸出量＞輸入量の場合，関内総輸出量＝a，関内の東北向け輸出量＝b，
東北総輸出量＝c，東北の関内向け輸出量＝d，関内総輸入量＝e，関内の東北からの輸入量＝f，東北総輸入量＝
g，東北の関内からの輸入量＝hとして，関内・東北両地域における出超総量を計算すると，
A（求める答え）＝（関内・東北における輸出量）－（関内・東北における輸入量）
＝｛（a－b）＋（c－d）｝－｛（e－f）＋（g－h）｝
となるが，b＝h,d＝fより，
A＝（a＋c）－（e＋g）
＝（a－e）＋（c－g）
＝関内の純輸出量＋東北の純輸出量
となる。

中華人民共和国成立期の食糧貿易
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（
単
位
：
万
ト
ン
［
貿
易
糧
］）

食
糧
輸
出

総
量

コ
メ

主
な
輸
出
国

大
豆

主
な
輸
出
国

ト
ウ
モ
ロ
コ
シ

セ
イ
ロ
ン

ソ
連

日
本

香
港

イ
ン
ド

ソ
連

日
本

西
ド
イ
ツ

１９
５０
１９
５１
１９
５２
１９
５３
１９
５４
１９
５５
１９
５６
１９
５７

１２
２
．６

１９
７
．１

１５
２
．９

１８
２
．６

１７
１
．１

２２
３
．３

２６
５
．１

２０
９
．３

４
．９

１２
．７

３３
．５

５６
．１

５４
．０

７０
．０

１０
７
．７

５２
．９

３
．６

２６
．５

２１
．８

１２
．２

２４
．６

１６
．３

７
．２

１４
．９

２２
．０

２９
．３

４５
．８

１８
．１

─ ─
７
．３

１３
．３

１１
．３ ─

０
．６
０
．３ ─
３
．７
５
．２
６
．４

１５
．０ ─ ─ ─
４
．７
１
．４

９１
．４

１０
０
．９

８６
．５

９２
．０

９０
．７

１０
５
．８

１１
２
．４

１１
４
．１

５０
．０

５３
．６

５４
．９

５６
．８

５４
．２

４８
．４

５４
．８

５７
．９

０
．６
０
．１
２
．４
４
．６

２０
．４

１６
．６

２０
．０

２１
．７
１
．０
４
．７ ─
９
．１
７
．１
１
．３

１６
．５

３１
．４
１
．０
７
．１
４
．５ ─
２
．４
１
．７

年
平
均

１９
０
．５

４９
．０

１３
．１

１７
．２

４
．０

２
．７

２
．６

９９
．２

５３
．８

８
．１

５
．６

８
．１

食
糧
輸
入

総
量

小
麦

コ
メ

主
な
輸
入
国

ト
ウ
モ
ロ
コ
シ

ビ
ル
マ

カ
ン
ボ
ジ
ア

１９
５０
１９
５１
１９
５２
１９
５３
１９
５４
１９
５５
１９
５６
１９
５７

６
．７
０
．０
０
．０
１
．５
３
．０

１８
．２

１４
．９

１６
．７

─ ─ ─
１
．４
２
．７
２
．２
２
．３
５
．０

５
．７
０
．０ ─ ─ ─

１５
．７

１１
．５

１０
．６

１５
．７
８
．６
８
．１

２
．５

─ ─ ─ ─ ─ ─
１
．２
１
．１

年
平
均

７
．６

１
．７

５
．４

４
．１

０
．３

０
．３

（
出
所
）
中
華
人
民
共
和
国
対
外
経
済
貿
易
部
（
１９
９０
，
１７
５
；
２５
１
―２
５２
），
F
oo
d
an
d
A
gr
ic
ul
tu
re
O
rg
an
iz
at
io
n
of
th
e
U
ni
te
d
N
at
io
ns
（
以
下
，
F
A
O
），

Y
ea
rb
oo
k
of
F
oo
d
an
d

A
gr
ic
u
lt
u
ra
lS
ta
ti
st
ic
s
:
Ⅱ
T
ra
de
,
各
年
版
，
ソ
連
貿
易
省
計
画
経
済
局
（
１９
５８
a；
１９
５８
b）
，
K
ir
by
（
１９
７２
，
４８

―５
１
；
６４

―６
５
；
７３
）．

（
注
）
１
）
食
糧
輸
出
入
総
量
と
各
商
品
輸
出
入
量
に
つ
い
て
は
中
国
側
の
資
料
を
参
照
し
，
各
貿
易
相
手
国
と
の
取
引
量
に
つ
い
て
は
F
A
O
と
ソ
連
の
対
中
国
貿
易
統
計
を
参
照
し
た
。
結

果
と
し
て
，
依
拠
し
た
資
料
の
違
い
に
よ
る
数
字
の
齟
齬
は
生
じ
て
い
な
い
と
判
断
さ
れ
る
。

２
）
F
A
O
統
計
は
原
産
地
規
則
に
則
っ
て
い
な
い
た
め
，
香
港
を
経
由
す
る
食
糧
の
貿
易
統
計
上
の
扱
い
に
は
注
意
を
要
す
る
。
た
だ
し
，
考
察
対
象
時
期
に
お
い
て
，
香
港
を
経
由

す
る
可
能
性
が
高
い
東
南
ア
ジ
ア
各
国
と
の
食
糧
貿
易
は
，
基
本
的
に
二
国
間
協
定
に
則
っ
て
い
た
こ
と
，
ま
た
チ
ン
コ
ム
が
解
除
さ
れ
る
１９
５７
年
ま
で
，
香
港
の
中
継
貿
易
地

と
し
て
の
役
割
は
低
か
っ
た
こ
と
，
の
２
つ
を
合
わ
せ
て
考
え
れ
ば
，
こ
の
問
題
は
そ
れ
ほ
ど
重
大
で
は
な
い
と
思
わ
れ
る
。

表
２
中
国
食
糧
輸
出
入
の
推
移
と
主
要
相
手
国
（
１９
５０
～
５７
年
）
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の伝統的な輸出商品であった豚毛や桐油が，対

中国禁輸の影響を受けて低調となるなか，外貨

を稼げる商品として大豆とコメの比重が高まっ

た。さらに表２，表３を合わせてみれば，コメ

の重量当たりの単価は大豆に比して約４割高で

あり，コメが外貨を蓄積するのに有利な商品で

あったことが分かる。なお表４からは，アジア

向けコメ輸出が，数量・金額ともにほぼ毎年，

コメ輸出全体の半分を超えていたことを確認で

きる。

２．共産党政権の食糧貿易政策と国内需給

共和国成立後の食糧貿易の政策方針や貿易構

造は，内戦期東北にその原型を見出すことがで

きる。中国共産党は東北地域における政権確立

を背景として，１９４７年から活発な貿易活動を展

開した。貿易相手国の筆頭はソ連であり，１９４７

～４９年の貿易総額の９割以上を占めた。次いで

北朝鮮（１９４８年９月以降は朝鮮民主主義人民共和

（単位：万ドル，％）

大豆 コメ 落花生 タングステン 冷凍豚肉 綿布

輸出額 割合 輸出額 割合 輸出額 割合 輸出額 割合 輸出額 割合 輸出額 割合

１９５０
１９５１
１９５２
１９５３
１９５４
１９５５
１９５６
１９５７

８，８０６
８，７９６
１０，１９５
１０，５００
１０，６２０

８．６２
７．６８
７．２２
６．３８
６．６５

５５２
２，２７８
６，０６０
７，５６８
７，１６１
９，８９６
１２，７３０
６，１０８

１．００
３．０１
７．３６
７．４１
６．２５
７．０１
７．７４
３．８２

５，８９１
５，２６７
７，１５５
６，４０６
４，５８６

５．７６
４．６０
５．０７
３．８９
２．８７

１，３９０
２，２７４
３，４４２
４，３０３
４，９６９
５，７４２
５，９１０
７，６４０

２．５２
３．００
４．１８
４．２１
４．３４
４．０７
３．５９
４．７８

３，４６１
６，５０７
６，２９４
５，８３８
２，６２４

３．３９
５．６８
４．４６
３．５５
１．６４

７７６
６２５
４５４

１，０００
１，７２２
３，２９３
６，０６５
６，３３１

１．４１
０．８３
０．５５
０．９８
１．５０
２．３３
３．６９
３．９６

１９５３～１９５７
年平均

９，７８３ ７．３１ ８，６９３ ６．４５ ５，８６１ ４．４４ ５，７１３ ４．２０ ４，９４５ ３．７４ ３，６８２ ２．４９

（出所）国家統計局貿易物価統計司（１９８４，４９０；４９６―５０５）。
（注）空欄の数字は不明。

全体 うち対アジア

輸出量
（万トン）

輸出額
（１００万ドル）

輸出量
（万トン）

輸出額
（１００万ドル）

１９５１
１９５２
１９５３
１９５４
１９５５
１９５６
１９５７

１２．７
３３．５
５６．１
５４．０
７０．０
１０７．７
５２．９

２２．８
６０．６
７５．７
７１．６
９９．０
１２７．３
６１．１

１２．７（１００．０）
１９．２（５７．３）
２６．８（４７．８）
２９．１（５３．９）
３０．１（４３．０）
５４．９（５１．０）
２８．５（５３．９）

３２．１（５３．０）
４３．１（５６．９）
４１．４（５７．８）
３９．６（４０．０）
６４．０（５０．３）
２９．０（４７．５）

（出所）全体の輸出量は表２に同じ。輸出額は表３に同じ。対アジア輸出量・輸出
額は，明野（１９６５）。原典はFAO, Commodity Bulletin Series各期。

（注）空欄は取引なし。カッコ内はパーセント。

表３ 中国における主要輸出品の輸出額と輸出総額に占める割合

表４ アジア向けコメ輸出の動向

中華人民共和国成立期の食糧貿易
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国）が５パーセント弱，資本主義国が２パーセ

ント弱と続いた。東北の輸出品は，大豆・豆餅

・豆油の大豆３品と食糧が輸出総額の９割を占

め，そのほか石炭が５パーセント弱，肉類が２

パーセント弱であった。また輸入品は綿製品が

輸入総額の５割を占め，次いで交通通信器材，

油脂類，ゴム製品が続いた［孟１９９１，５４０―５４３］。

対ソ貿易は１９４６年１２月に締結された貿易協定

に始まる。大豆をはじめとした食糧の販路拡大

を図る中国共産党と，食糧需要の増大が見込ま

れる５カ年計画開始の年に凶作に見舞われたソ

連との利害が一致し［朱１９８７，４０７―４０８］，以後

１９４９年に至るまで表５のような食糧輸出が行わ

れた。

日露戦争以降，東北では大豆を輸出して綿製

品を輸入する「綿豆交換体制」が形成されたが，

内戦期においてもこの枠組みが継続していた

［金子１９９１，４２―４３；塚瀬２００１］。他方，中国共

産党は消費財のみでなく工業生産財の輸入にも

努めた［朱１９８７，４０６］。内戦期のこうした経験

に加え，対中国禁輸措置でバーター方式が採用

されたことにより，共和国成立後においては「互

通有無」という標語に象徴される，農産品と工

業設備との交換貿易体制が確立された［周恩来

「我們的外交方針和任務」１９５２年４月３０日，中共

中央文献研究室１９９２，１６８］（注６）。

しかし政府首脳の食糧貿易に関する方針は，

必ずしも一致していなかった。内戦期に東北財

政経済委員会主任，共和国成立後は中央財政経

済委員会主任を務めた陳雲は，東北が生産財・

消費財を得るには食糧輸出が必要であるとし，

これを積極的に推進した。党内には食糧輸出に

反対し国内供給に充当すべきであるとする主張

も存在したが，陳雲はこれを「偏った大衆路線

は物事を局部しか見ない」として斥けた［中共

中央文献研究室２０００，４６５；５１１―５１２］（注７）。しか

し共和国成立後においても，党内や民主党派内

には依然として食糧輸出反対の声があり，その

是非をめぐって議論が紛糾していた［中財委「一

九五二年対蘇新国家貿易出入口計画」１９５１年１１月

８日，中国社会科学院・中央�案館１９９４，５０８］。

食糧輸出が国内消費に影響するのではないかと

いう懸念が常に存在したことは，例えば葉季壮

が「一部の人々は状況を理解せず，輸出が国内

人民の生活に影響するのではないかと心配して

いるが，この考え方は事実と合致しない」と述

べたことからも窺える［葉季壮「我国対外貿易

在第一個五年計画期間的発展」（初出『人民中国』

第２３号，１９５７年），中華人民共和国対外貿易部１９５８，

６］。

かつて石川滋は，食糧需要増加率は人口増加

率，所得増加率，食糧需要の所得弾性値の各要

素によって規定されるとしたうえで，第１次５

カ年計画期の食糧「需給情勢は絶えざる緊迫状

態にあったと見てよい」と結論付けた［石川

（単位：万トン）

１９４７年 １９４８年 １９４９年

大豆
コーリャン
アワ（脱穀前）
トウモロコシ
小麦
籾米

２９．８２
３．３５
２．１７
９．５６
８．２１
１．５４

３６．６２

２．５９
１４．０２
４．４４
４．４３

５６．８０
０．０６
０．６１
８．４１
０．４２
２．８７

合計 ５４．６５ ６２．１０ ６９．１７

（出所）張（２００３，１９４）。原典は，М.И.Сладковский,
ОчеркизкономическихотношенийСССР с
Китаем . Москва, 1957, с. 286（スラトクフス
キー『ソ中経済関係概要』モスクワ，１９５７年，２８６
ページ）．

（注）空欄は取引なし。

表５ 東北共産党政権地区の対ソ連食糧輸出
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１９６０，１８５］。上述した党内の食糧輸出反対派の

存在，また陳雲によってたびたび呼びかけられ

た国内食糧消費の節制は，切迫した国内需給に

もかかわらず輸出食糧を捻出していた事実を示

しており，石川の議論の妥当性を裏づけている

［陳雲「関於計画収購和計画供応」１９５４年９月２３

日，陳１９８４，２５７］。

他方，表６によれば，中国の食糧輸出量が食

糧総産量に占める割合は１パーセント台前半と

非常に僅少であり，また輸出量が商品化食糧に

占める割合は，ばらつきがあるものの，平均４

パーセント台後半であった。「飢餓輸出」の典

型とされる帝政ロシア末期の１９１０年代前半には，

輸出量は生産量の１３パーセント，商品化食糧の

４９．５パーセントに達し，また１９３０年代初頭のソ

連においても，輸出量は生産量の６．５パーセン

ト，商品化食糧の２１．５パーセントに達していた

［丸毛１９５４］。これらの数字を単純に比較する

ことには慎重であるべきだが，この時期の中国

食糧輸出が非常に小さい規模であったことを確

（単位：万トン，貿易糧ターム）

１９５３年度 １９５４年度 １９５５年度 １９５６年度 １９５７年度 ５年平均

生産量 １３，７７６．４１４，１７３．４１５，３０２．２１６，００８．８１６，０９２．８１５，０７０．７

国内
調達

農業税
買付け
その他

１，５３８．５
２，３８４．１
６０．０

１，７０７．９
２，６３２．２
３０．０

１，６９９．２
２，５３２．４
９３．０

１，５２９．５
２，２５９．３
８１．４

１，７０４．８
２，２７０．２

１，６３６．０
２，４１５．６
５２．９

合計 ３，９８２．６ ４，３７０．１ ４，３２４．６ ３，８７０．２ ３，９７５．０ ４，１０４．５

商品化率％
（国内調達／生産量×１００）

２８．９ ３０．８ ２８．３ ２４．２ ２４．７ ２７．２

国内
供給

都市配給
農村配給
その他

１，９４０．０
９３２．２
１５９．７

２，２６５．０
１，６４５．３
１０７．４

２，１３８．６
１，２１２．８
６９．２

２，４９５．１
１，４０３．２
１３０．６

２，４８９．９
１，１６７．５
８０．４

２，２６５．７
１，２７２．２
１０９．５

合計 ３，０３１．９ ４，０１７．７ ３，４２０．６ ４，０２８．９ ３，７３７．８ ３，６４７．４

国内調達－国内供給 ９５０．７ ３５２．４ ９０４．０ －１５８．７ ２３７．２ ４５７．１

輸出入

輸出
輸入

１４９．３ １９６．６
２．８

２１９．１
７．８

２２５．９ １８７．６ １９５．７
２．１

純輸出 １４９．３ １９３．８ ２１１．３ ２２５．９ １８７．６ １９３．６

生産量に占める純輸出量の割合 ％
（純輸出／生産量×１００）

１．１ １．４ １．４ １．４ １．２ １．３

商品化食糧に占める純輸出量の割合 ％
（純輸出／国内調達×１００）

３．７ ４．４ ４．９ ５．８ ４．７ ４．７

当年在庫 ８０１．４ １５８．６ ６９２．７ －３８４．６ ４９．６ ２６３．５

年度末在庫 ２，４７８．４ ２，６３７．０ ３，３２９．７ ２，９４５．２ ２，９９４．８ ２，８７７．０

（出所）中華人民共和国商業部糧食局（１９７８，２；３１６；３５８）。
（注）１）生産量は原糧タームを貿易糧タームに修正。換算率は中華人民共和国商業部糧食局（１９７８，３１６）を参

照。
２）年度は当該年７月から翌年６月を指す。ただし生産量統計に関しては，当該年１月から１２月。
３）食糧輸入量が記入されていない年度もある。
４）生産統計に関しては，そもそも政府の実態把握に大きな限界が存在したことに留意する必要がある。
この点については，松村（２００７）を参照。

表６ 国内食糧流通と食糧貿易

中華人民共和国成立期の食糧貿易
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認できる。

基本路線としては食糧輸出推進派であった陳

雲も，「雑穀の輸出は問題ないが，コメ・小麦

の輸出に際しては，国内で問題が発生しないこ

とを条件としなければならない」と発言し［陳

雲「既做生意又�政策」１９５１年３月９日，陳２００５，

２２４］，また１９５５年に中国が食糧難に見舞われた

時，セイロンへのコメ輸出は従来計画されてい

た２７万トンが１３万トンに変更され，残り１４万ト

ンの輸出は翌年に回す措置が採られた（“Eco-

nomic Review of Ceylon,” Far Eastern Economic Re-

view 20(6), 9 Feb. 1956. 以下FEERと略称）。こう

した発言や政策措置は，国内供給の優先順位が

対外輸出を上回っていたことを示している。

表６からも窺えるように，輸出量は生産量と

連動しているが，商品化食糧とは連動していな

い。すなわち輸出計画はその年の生産量あるい

は消費量を考慮して立てられている一方，その

年にどれだけの食糧を買い付けるかという商品

化計画において，輸出計画の優先順位はその微

々たる規模ゆえに低かったことが分かる。こう

した状況は，輸出量の増減が生産量や消費量な

どと直接の依存関係を持たず，また輸出計画に

合わせて商品化率が増減していた１９３０年代初頭

のソ連の状況とは一線を画している［的場

１９５１］。こうした点を踏まえれば，１９５３年冬に

導入された計画買い付け・計画販売政策が，確

実な食糧輸出を保証したことは確かである一方，

この政策の主要な目的が輸出食糧の捻出にあっ

たとする論は，妥当ではないと考えられる［例

えば，李２００３］。これらを合わせて考えると，

第１次５カ年計画期の食糧輸出は，国内供給を

圧迫する側面がなかったとは言えないものの，

非常に微々たる規模であり，また国内への食糧

供給が輸出に優先して考慮されていたと言える

だろう（注８）。

３．共和国成立期のコメ輸入

以上では，中国の食糧輸出が国内需給の逼迫

を無視して断行されたのか否かを，当時の国内

需給状況，供給と輸出をめぐる政策の優先順位

の２点に即して考察した。食糧輸出が国内供給

に優先して行われるような状況が，一種の体制

として成立していたか否かを考えるには，こう

した問題のほかに，食糧貿易が全体として，食

糧輸出によって外貨を獲得する論理に則ってい

たかどうかを検証する必要があるだろう。

元来，食糧輸入に関しては，政府は「輸入を

行わない」という方針を掲げていた。それは，

輸入食糧に依存していた戦前のような状況を，

今後決して出現させないという意思表明でもあ

った（廖体仁「当前対外貿易問題」『経済導報』第

２１８号，１９５１年４月２４日）。しかし実際には，表

２から窺えるように食糧輸入も行われた。

そのうち，例えばインドからチベットへの食

糧・綿布の輸入のように，輸送コストを考慮し

た輸入も存在した［王兆�「我国同印度，緬甸貿

易関係的発展」（初出『人民日報』１９５６年３月３日），

中華人民共和国対外貿易部１９５６，９３］。しかし食

糧輸入の大半を占めたのは，ビルマからのコメ

輸入であり，１９５５年以降１０万トン以上の規模と

なった。こうした現象を説明するには，「外貨

獲得のための食糧輸出」といった食糧貿易像と

は別の論理を想定する必要があるだろう。

同時に，ビルマから輸入されたコメの一部は，

セイロンへ向けて再輸出されている（“Economic

Review of Ceylon,” FEER 20(6), 9 Feb.１９５６）。この

ことは，ビルマからのコメ輸入が，国内需給均

衡のために行われたのではないことを示してい
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る（“Communist Trade Offensive in the Far East,”

FEER 22(24), 13 Jun. 1957）。当時の食糧貿易が，

相手国の論理も含めた国際的な動向のなかで，

選択的に行われていたことを示唆していよう。

この点については節を改めて論じたい。

Ⅱ 輸出貿易の商品構造と食糧輸出

１．食糧輸出の解禁

共和国成立当初，国内供給が不十分という理

由から食糧の輸出は禁止されていた。１９５０年２

月，黄大豆が私営商人による輸出を一切認めな

い政府統一輸出商品に指定され［中央貿易部「関

於出口貨物統購統銷的決定」（１９５０年２月２１日），

中国社会科学院・中央�案館１９９４，６５６］，また

それ以外の食糧は１９５０年８月に至るまで輸出禁

止商品に指定されていた（楊波「新中国的海関

政策与対外貿易政策」１９５０年８月１２日，『新華月報』

第２巻第５号，１９５０年９月）（注９）。しかしこの規

定は１９５０年９月を境として変更される。政府の

見通しでは，食糧総産量が１億２０００万トンに達

すれば自給が可能であるとされていたが，１９５０

年の食糧生産は１億３０００万トンに達し，このラ

インを大きく上回った。そのため１９５０年の食糧

作柄が確認された９月以後，中国糧食公司のも

とに対外貿易部，また東北，華東，中南各大行

政区糧食公司のもとに対外貿易室，さらに天津，

広州，上海，青島に糧食対外貿易�事処が設立

された（新華社「一年来的農業生産」『新華月報』

第２巻第６号，１９５０年１０月）。

朝鮮戦争勃発と中国参戦を受けて，１９５０年１２

月以降アメリカが禁輸措置を強化したことに伴

い，中国は１２月末に新たな貿易条例を発布した。

全輸出商品は（１）輸出許可類，（２）政府統一輸

出類，（３）輸出禁止類（政務院財政経済委員会

の決定を経ない限り輸出禁止），（４）輸出認可類

（中央人民政府貿易部の特認を経ない限り輸出禁

止）のいずれかに分類され［政務院「対外貿易

管理暫行条例」１９５０年１２月２８日，中国社会科学院

・中央�案館１９９４，６６］，黒大豆，青大豆，白

大豆は（１），黄大豆は（２），籾米は（３），コメ，

小麦，蕎麦，アワ，コーリャン，トウモロコシ，

その他雑穀，小麦粉は（４）と規定された［政務

院「対外貿易管理暫行条例」１９５０年１２月８日，中

国社会科学院・中央�案館１９９４，６６２―６６６］（注１０）。

これまで輸出禁止とされた食糧は，条件つきな

がらも輸出が認められるようになった。

こうした輸出解禁の背景には１９５０年の豊作が

存在したほか，５０年３月の財政経済統一政策実

施以後，特に力を入れて行われた国内食糧流通

の円滑化が功を奏し，戦前・内戦期を通じて政

府を悩ませ続けた沿海都市における食糧需給の

逼迫が大幅に緩和された事情もあった。また前

述のように，農産品輸出によって外貨を稼ぐ基

本方針が，戦後の東北統治時期にすでに確立さ

れていた。ここに対中国禁輸措置の本格化が重

なったことで，中国をめぐる従来の貿易構造が

以下に述べるように大きく変化し，食糧輸出方

針が確立されるに至ったと言えるだろう。

２．特産品輸出の停滞

中国には伝統的な輸出商品が存在した。いわ

ゆる「土産品」と呼ばれる特産品群である。主

要なものとしては桐油，豚毛，茶，鉱砂（主要

にはタングステン）などが挙げられる。このう

ち桐油は戦前の輸出総額の１０パーセント（１９３６

年），戦後の輸出総額の１５パーセントを占め（４６

～４８年），また豚毛は戦前４パーセント弱にと

どまったが，戦後は１１パーセントを占めた。共

中華人民共和国成立期の食糧貿易
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和国成立当初，特産品輸出の前途は楽観視され

ていた。鉱砂は海外市場で独占的地位を占めて

おり，桐油，豚毛，卵製品も国際価格に比して

廉価での輸出が可能であった。さらに茶，卵製

品は海外の需要が非常に大きいと目されていた

（「土産品出口問題」『中国貿易』第１巻第１号，１９５０

年１月２５日）。

しかし対中国禁輸措置が本格化するなかで，

これらの商品の販路は閉ざされていった。例え

ば桐油の最大の輸出先はアメリカであったが，

アメリカは国内での桐油生産を奨励した。同時

にアメリカの桐油生産協会は中国産桐油の流入

をダンピングにあたると非難し，これを受けて

アメリカ政府は輸入税を設けた。こうした経緯

により，中国からアメリカへの桐油輸出は激減

した（梁新「中国植物油与世界市場」『経済導報』

第１４７号，１９４９年１１月１５日）。桐油の需要は朝鮮

戦争勃発に伴い一時的に高まったが，中国から

の直接輸入を避けたいアメリカは，ポーランド

を通じた三角貿易によって桐油の輸入を模索し

た（郭生「中国出口貨在国際市場的変動」『経済導

報』第１８１号，１９５０年７月２５日）。朝鮮戦争の休戦

協定が締結された１９５３年以降，中国の桐油輸出

は停滞し［中財委「１９５３年国営貿易的方針任務及

所存在的問題」１９５３年１月１５日，中国社会科学院

・中央�案館２０００，１０９８］，輸出総額に占める

割合も１９５０年の７パーセントから５２年の２パー

セントへと減退した［戚爾比納「新中国対外貿易

的巨大潜力」『経済導報』第２７６号，１９５２年６月１７

日；海関総署『海関統計年報』１９５２年，中国社会

科学院・中央�案館１９９４，１０４４］。

また桐油と同様に豚毛も，朝鮮戦争の勃発と

ともにさらに需要が高まった（郭生「中国出口

貨在国際市場的変動」『経済導報』第１８１号，１９５０

年７月２５日）。しかし朝鮮戦争勃発以降，中国

政府は豚毛の輸出価格，品質，相手国などを統

制下に置いた。１９５０年１２月，アメリカによる禁

輸措置が本格化すると，それまで最大の輸出国

であったアメリカへの豚毛輸出が途絶えた。さ

らに，中国政府は金属や機械製品などとの交換

を条件として，豚毛輸出を許可する政策を展開

したが（“Chinese Bristle Trade,” FEER 11(14), 4

Oct. 1951），国連による禁輸決議後，この条件

のために豚毛輸出は激減した。

特産品の輸出停滞とは対照的に，コメは１９５０

年代初頭の東南アジアにおける減産を背景とし

て，国際的な需要が高まった（後述）。禁輸を

契機とした中国特産品輸出の停滞と，コメの国

際的需要の高まりとを背景として，中国の食糧

輸出が拡大した。

Ⅲ 輸出相手国との経済関係と食糧輸出

１．ソ連・東欧

特産品をめぐる中国輸出構造の変化は，対ソ

貿易にも影響を及ぼした。共和国成立当初，ソ

連への主な輸出品は茶であり，対ソ借款の返済

年額の３分の１が茶によって占められると予想

されていた。その他，対ソ輸出の有力商品とし

て，大豆，桐油，豚毛，生糸などが挙げられて

いた（超嶽「中蘇貿易探討」『経済導報』第１６３号，１９５０

年３月２１日）。

しかし朝鮮戦争に伴う特需が鎮静した１９５３年，

中国の従来の特産品である豚毛，桐油，腸線な

どの売れ行きは停滞した。ソ連もまたこれら滞

貨商品の輸入拡大を渋った［中財委「１９５３年国

営貿易的方針任務及所存在的問題」１９５３年１月１５

日，中国社会科学院・中央�案館２０００，１０９８］。
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他方でソ連は，食糧のなかでは輸出単価が高

いコメを（注１１），国際価格を上回る値段で買い取

った［葉季壮「対外貿易的主要情況和若干問題」（初

出『人民日報』１９５７年７月１２日），中華人民共和

国対外貿易部１９５８，１６］。そのため中国は対ソ

借款をコメと大豆に依拠して返済する方針を確

立し，対ソ貿易額に占めるコメと大豆の割合は

それぞれ６～７パーセントと（１９５５～５７年平均），

対ソ輸出商品の上位を占めた［ソ連貿易省計画

経済局 １９５８a，９；１１；１２０；同 １９５８b，９；１１；

１２２］。ソ連は大量輸入したコメを，国内消費の

ほかに東欧への再輸出やセイロンへの有償援助

に回した［斯通「錫蘭同社会主義国家的経済貿易

関係」（初出『光明日報』１９５７年４月５日），中華

人民共和国対外貿易部１９５８，１２３］。

２．アジア諸国

１９５２年，ローマで開催された国連食糧農業機

関（FAO）会議では，世界コメ生産量の伸び悩

みが報告された。コメの主要産地である東南ア

ジアでは，長期にわたる内戦状態や軍事的混乱

に加え，土地所有権の未保障，所得補償の不十

分，低利融資の欠如，生産増による価格下落へ

の不安視といった要因から，農民がコメ生産を

躊躇する傾向があるとされた（“Rice Production

in South East Asia,” FEER 12(25), 19 Jun. 1952）。

これを受けて東南アジアにおけるコメ輸出も

不振に陥った。戦前，アジアにおけるコメ輸出

量は約８００万トンであったが（１９３４～３８年平均），

５１年にはその４４パーセントにあたる３５０万トン

にまで減少した。この輸出減少は，生産回復の

遅延によるほか，人口増加による国内消費の増

加と，朝鮮戦争勃発以降にこの地域を潤した輸

出ブームによる所得増加から，従来雑穀やイモ

類などの代位食物に頼ることを余儀なくされて

いた消費階層が，漸次コメおよび小麦の消費に

転じ，コメに対する需要が増大したことも大き

な要因だった［原１９５４b］。

さらに東南アジアのコメ輸出諸国に課せられ

た輸出統制も，大きな制約となっていた。例え

ばタイでは，第２次世界大戦以後，連合国への

米穀提供を義務づけられ，タイ米輸出は国連の

米穀統制委員会によって掌握されることになっ

た(注12)。各国に対する定額分配の義務は，タイ

米輸出に大きな打撃を与えた（徐夕成「関於泰

米輸出及其他」『経済導報』第２０７・２０８号合刊，１９５１

年２月１３日）。

世界的輸出不振を背景として，中国は有力な

コメ輸出国として台頭した。ビルマ，タイと並

んで戦前の三大輸出国の一角を成していたイン

ドシナは戦後になって低迷し，１９５０年代前半に

は上記２国のほか，アメリカ，中国，イタリア

が輸出国の上位を占めた（“Prospects for Rice in

1955,” FEER 18(7), 17 Feb. 1955）。

中国は１９５１～５２年にかけて，インドへコメ２１

万６５００トン，コーリャン４５万トンを輸出し，イ

ンドから麻袋３万５００トン，綿布７００万ヤード，

綿糸５０００梱（９０７万２０００トン）を輸入した［外交

部「中印貿易情況」１９５４年，中国社会科学院・中

央�案館１９９４，５７３―５７４］。またセイロンとは，

１９５３～５７年において毎年コメ２７万トンを輸出し，

ゴム５万トンを輸入する契約を結んだ［裴１９９８，

１４５―１４７］。いずれもインドやセイロンの食糧危

機に際し，中国が食糧提供に応じたものであっ

た。

中国がコメ輸出国として台頭し得たのは，廉

価な価格設定のためである。表７によれば，中

国のコメ輸出価格はビルマ米とほぼ同等のレベ

ルを推移しており，コメ輸出国のなかでは最も

中華人民共和国成立期の食糧貿易
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低廉な部類に入る。また１９５３～５４年の対セイロ

ン価格は，中国のコメとセイロンのゴムのバー

ター契約に基づいているため，セイロンのゴム

輸出価格も考慮する必要がある。中国のセイロ

ン向けコメ輸出価格は他国平均価格と比較して

約２割安であり（注１３），さらにセイロンのゴム輸

出価格（ほぼ中国向けと考えてよい）は他国平均

価格と比較して約４割高である（注１４）。中国セイ

ロン間の貿易契約が，如何にセイロンに有利で

あったかが分かる。

一方，アジアにおけるコメ輸入も戦前と比較

して低調であった。コメ不足国の輸入量は戦前

約６００万トンであったが，１９５１年には３４０万トン

と戦前の５７パーセントにとどまった。コメ輸入

量の著しい減少は，小麦をはじめとした代位食

物への転換によるものであった［原１９５４b］。

その背景として，コメと小麦の価格が戦前はほ

ぼ同等であったが，１９５０年代前半にはコメが小

麦の約２倍となったことが挙げられる［明野

１９６５］。その結果，戦前は大差がなかった小麦

とコメの世界取引量は，戦後になって小麦の取

引量がコメの２倍以上となり，かつてのコメ輸

出国タイ，ビルマ，ベトナムも小麦輸入国に変

化した［長谷川１９８０］。また，安全保障協定と

組み合わされたアメリカのMSA小麦が，戦後

食糧難に陥った日本に流入し（注１５），コメ消費国

のパン食化を促したことも，コメ輸入量の減少

につながった。

なお貿易の主体という面でも，戦前と戦後と

では大きく異なった。アジアの主食であり，そ

れゆえ工業化計画とも密接に関わるコメの性質

上，戦後はその輸出入において各国政府による

政策的介入が制度化された。原洋之介はこうし

た状態を「中国なら中国，タイならタイという

ように現存の国家の枠でくくった単位を，米の

国際市場において，統一的な意思を持ったひと

つの経済主体として性格づけうる」と指摘した。

その結果，例えば籾米の生産者価格は，戦前に

おいては各地で比較的均一に保たれていたが，

戦後は各国政府による農業政策や経済開発政策

（単位：１００ポンド当たりドル）

１９４９ １９５０ １９５１ １９５２ １９５３ １９５４ １９５５

コメ

アメリカ合衆国
タイ

８．８８
７．２８

８．６０
５．４９

９．８０
５．７０

１０．４９
６．８９

１０．７４
７．２３

８．７６
６．５８

９．９０
５．３８

ビルマ
対セイロン

４．９８ ５．１８ ６．５７ ７．７４ ５．８１
６．２６

４．６２
４．９９

中国
対インド
対セイロン

５．３８
６．８６ ５．９０

ゴム
マラヤ

インドネシア
セイロン

１６．５
１６．８
１５．７

３５．４
３２．１
３４．２

５１．９
５５．０
５４．３

３１．４
３３．９
３３．７

２２．０
２２．５
３２．４

２２．０
２１．７
２８．６

３７．３
３５．３
３２．２

（出所）中国コメ輸出価格とビルマからセイロンへのコメ輸出価格以外は，International Monetary Fund, Interna-
tional Financial Statistics, 各年版。ビルマからセイロンへのコメ輸出価格は “The Economic Situation in the
Far East.” Far Eastern Economic Review 21(23), 6 Dec. 1956。中国コメ輸出価格は１９５１年の対インド価格は
中国社会科学院・中央�案館編（１９９４，５６９）。１９５３年の対セイロン価格は同（１９９４，５６３）。１９５４年の対
セイロン価格は “Finance and Commerce : Rice.” Far Eastern Economic Review 16(7), 18 Feb. 1954。

（注）１９４９年は１～８月の平均価格。１９５０年以降はその年の一括価格，あるいは月平均価格。いずれもFOB価格。

表７ コメとゴムの輸出価格
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のもと，その均一性が大きく崩れるに至った［原

１９８０］。

さて１９５３年になると世界的なコメ不足は解消

され，さらに５４年以降は供給過剰となり，市場

価格も急速に下落した（“Rice in 1954,” FEER 16

(7), 18 Feb. 1954）。折からのコメ貿易不振で，

ビルマやタイなどコメ余剰諸国は輸出難に直面

したが，アメリカによる農産物の廉価輸出は，

伝統的コメ輸出国の経済危機に拍車をかけた。

食糧過剰生産によって経済危機を迎えていたア

メリカは，上述のようにアジア向けに小麦を大

量輸出してコメ輸入量を減少させたほか，アメ

リカ産のコメも積極的に輸出した（陳天暁「南

洋商場近況怎様？」『経済導報』第３８１号，１９５４年

８月１６日；「産米国家的苦悶」『経済導報』第４２２

号，１９５５年６月６日）。これにより，国際コメ市

場は売り手市場から買い手市場に立場を変え，

微騰ないしは横ばいで堅調を維持してきた米価

は崩落状態となった［原１９５４a］。

伝統的なコメ輸出国であるビルマは，１９５２年

まで１２５万トンの輸出量を保っていたものの，５３

年は９７万トンに落ち込んだ（“Finance and Com-

merce : Exports and Imports of Rice,” FEER 18(1),

6 Jan. 1955）。元来ビルマは国家財政をコメ輸出

に依存しており，米価急落に耐えうる経済力を

持っていなかった。かかる窮状を救ったのが，

中国のコメ輸入契約である。１９５４年以降，中国

はビルマから毎年１５～２０万トンのコメ輸入を契

約した。この輸入が中国国内の需給逼迫による

ものではないことは上述したとおりであり，ビ

ルマ経済の救済がその第一の目的であった。中

国に続きソ連，インドもビルマとコメ輸入契約

を結び，ビルマのコメ輸出の危機的状況が緩和

された［高平叔「新型的国際貿易関係」（初出『大

公報』１９５７年４月２８日），中華人民共和国対外貿

易部１９５８，１３１―１３２］。

お わ り に

以上にみられるように，中国とアジア諸国と

のコメ貿易には，２つの大きな特徴が挙げられ

る。第１は，中国のコメ輸出，ゴム輸入にみら

れる廉価輸出・高価格輸入政策である。西側諸

国の禁輸措置により中国は戦略物資を入手でき

なくなったが，国際価格を大きく下回る価格で

コメを提供することにより，インドからジュー

トや綿製品を，セイロンからゴムを入手するこ

とが可能となった。こうした点は，いわば禁輸

の代償と位置づけられよう。

第２は，中国のコメ貿易が同時に，相手国に

対する食糧援助的性質を持っていた点である。

インド，セイロンへのコメ輸出はいずれも，相

手国の食糧危機に際して開始されたものであっ

た。またビルマからのコメ輸入政策も，ビルマ

への経済援助に直結していた。西側諸国も中国

が相手国にとって有利な条件でコメ貿易を行っ

ていることを認めざるを得ず，「かかる貿易取

引は，相手国に対する政治的発言権を増すため

の手段であり，また共産主義国が繁栄している

という印象を植え付けるためのものである」と

分析している（“Communist Trade Offensive in the

Far East,” FEER 22(24), 13 Jun. 1957）。効率的な

外貨獲得や国内供給を犠牲にした食糧輸出とい

う論理で説明できないこうした貿易政策は，禁

輸体制下で孤立した中国が，相手国の事情に配

慮したコメ輸出入を行うことによって禁輸体制

の打開と貿易正常化とを摸索し，もってアジア

のなかに自らの地位を確立しようとしたことを

中華人民共和国成立期の食糧貿易
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示していた。

最後に，対中国禁輸措置の打開が，中国のみ

でなくアジア諸国の側からも模索されていた事

実について言及しておきたい。

独立間もないアジアの国々にとってみれば，

対中国禁輸措置を無視して中国と貿易を行うこ

とは重大な決断を要した。なぜなら西側諸国か

ら何らかの制裁を受けることが予想され，より

具体的にはアメリカによる復興援助の停止を意

味したからである。アジアのなかには対中国禁

輸措置に反対する国々が多数存在したが，アメ

リカは「禁輸さもなくば援助停止」という論法

を用いて，これらの国々に中国への禁輸を強制

した［安原１９８５］。したがって，こうした圧力

のもとでも１９５０年代前半に中国と貿易関係を結

んだ国々は，相当に切迫した事情を抱えていた。

本稿で扱ったインド，セイロン，ビルマの事

例はいずれも，当時の国際的な食糧問題に直面

した国々であった。１９５０年代前半を通じて相場

が乱高下する渦中にあり，それ故にアジア諸国

の経済を混乱させたコメの動向は，上記の国々

において甚大な被害を及ぼした。中国がアジア

において貿易関係を拡大する機会が，ここに生

じたのである。

この後，中国とアジアの一部の国々が，反禁

輸という気運を共有しつつ貿易関係を築いてい

き，そしてさらには，こうした禁輸打破の動向

のひとつの到達点としてバンドン会議が位置づ

けられるであろう。こうした経緯については別

稿において論じることとしたい。

（注１） 本稿では共和国政府の定義に倣い，籾米，

小麦，雑穀（トウモロコシ，コーリャン，アワ等），

大豆，イモ類を食糧作物と見做す。また本稿でいう

「共和国成立期」とは，便宜上，第１次５カ年計画

が終了する１９５７年までとする。

（注２）１９５０年代のアジア主要輸出商品は，ゴム，

茶，コメ，植物性油実，砂糖，スズ，ジュート，原

綿の８商品である［経済企画庁１９５８］。

（注３） 中国政府の貿易方針については，「１９５３年

対外貿易工作基本総結与１９５４年工作安排（草案）」『対

外貿易公報』第６７号（１９５４年３月２５日）を参照。朝

鮮戦争休戦協定の締結，ジュネーブ会議構想の具体

化により，１９５３年より緊張緩和が進展したことを踏

まえ，中国の対外貿易も資本主義国や「半植民地」

国家との貿易を積極的に展開する方針へと転換した

ことが指摘されている。具体的には，（１）重要と見

做される国家の政治経済状況の調査を行うこと，（２）

資本主義国・「半植民地」国との貿易を軽視したり，

疎んじる考え方を克服すべきこと，（３）資本主義国

・「半植民地」国との貿易を柔軟に行い，ソ連や東

欧を通した三角貿易，中継地貿易も積極的に行うこ

と，が強調された。

（注４） 関内とは，河北省における万里の長城以

南，山海関以西，嘉峪関以東の地域を指す。また東

北とは，満洲国と関東州を指す。

（注５） 戦前，大豆は食糧作物ではなく油料作物

と見做されていた。しかし表１の大豆統計は，大豆

油や大豆粕と区別されており，主要には食用である。

したがって，共和国成立後の定義に従って表１の大

豆統計を食糧と見做しても，大きな支障はないと思

われる。

（注６） なお，内戦期の貿易構造の起源は，東北

地域の工業化推進が開始した満洲国成立以降の貿易

体制にあるとも言われる［張１９４８，２８―３１］。

（注７） 内戦期に食糧輸出をめぐる意見対立が存

在した点は，大沢（２００６）も注目している。

（注８） 他方，１９５８～６０年の食糧貿易はそれ以前

と大きく転換した。大躍進政策後の飢饉の際にも食

糧輸出を断行したことはよく知られるが，１９５８年以

降，食糧輸出量が格段に増大し，また従来行われて

いた食糧輸入も完全に停止した。こうした変化はソ

連への借款返済によるとする議論が一般的であるが，

実際にはアジア向け輸出量も大きな割合を占めてい

た。第２次５カ年計画において，如何なる政策転換
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が生じたのかは別途考察する必要があり，今後の課

題としたい。

（注９） なおこの時期の輸出商品は，（１）普通輸

出商品，（２）輸出規制商品，（３）政府統一輸出商品，

（４）輸出禁止商品の４つに分類されていた。

（注１０） なお日付は１２月８日ではなく，おそらく

１２月２８日であると思われる。

（注１１） コメ重量１単位の価格は小麦重量２単位

相当，また大豆重量１．５単位相当であった（余徳頌「穀

米在「米倉」里�壊了」『経済導報』第３７２号，１９５４

年６月１４日）。

（注１２） 戦時中よりアメリカ，イギリス両政府に

よる政府間委員会は，世界食糧市場の安定を図り，

連合国の食品供給と定量配給を保障するため，食糧

輸出入を厳格な統制下に置いた。そのため商業論理

に則った食糧輸入であれ，あるいは連合国救済復興

機関UNRRA（United Nations Relief and Rehabilitation

Administration）による無償あるいは低価格の援助で

あれ，事前に政府間委員会連合食糧分配局（Combined

Food Board）の審査・批准，および割当額の指示を

受けてからでなければ食糧の輸出入が許されなかっ

た。１９４６年４月に開催された世界食糧会議において，

連合食糧分配局は国際緊急食糧処理委員会（Interna-

tional Emergency Food Council）に改組され，９カ国

代表によって構成される中央委員会が常務機構とし

て働いた。しかし連合食糧分配局にしろ国際緊急食

糧処理委員会にしろ，食糧分配方針に実質的変化は

なく，如何なる国家も食糧割当を申請する際には，

信頼するに足る統計（人口，生産，熱量消費に関す

る諸統計）が必要とされ，なおかつ国内において厳

密な食糧配給が行われることが前提となっていた［王

２００４，７９―８０］。

（注１３） この時期，アメリカは対中国禁輸を解除

したセイロンに対して制裁措置を発動し，セイロン

へのコメ輸出をストップしていた。またアメリカは，

ビルマに対しても１９５３年の対セイロンコメ輸出を停

止させた。

（注１４） なお中国からセイロンへのコメ輸出は両

国の政府間貿易協定に則って行われたが，セイロン

から中国へのゴム輸出は，セイロン商人と中国政府

との間で自由取引に基づいて行われた。コメ輸出で

得たセイロンルピーは，協定によりゴムの輸入にし

か用いることができなかったため，安定的な購買先

を得たセイロンのゴム価格は，不断に上昇する傾向

があった［陳雲「関於出口大米問題給周恩来的信」

１９５２年１０月２９日，陳２００５，４３０―４３２］。

（注１５）当初日本は，台湾からのコメ輸入を見込め

るはずであったが，１９４９年の国民政府移転とともに，

大量の兵士・公務員が台湾内に流入したため，島内

の食糧需要が一気に高まり，台湾のコメ輸出量は激

減した。
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